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土木工事設計マニュアルの改定について

①

②

③

④

⑤

⑧

⑨

⑩

⑦

⑥

編 章 節 項⽬ 改定内容 改定となった理由 備考

設計マニュアル編集担当係 担当係の追加・変更 担当係名の変更のため P1〜3

設計マニュアルの総⽬次 ページ数の変更
・温度ひび割れ抑制対策の⼿引き（案）の追加
・第５章橋梁のページ数変更

P4〜5

1
共通

1
設計⼀般

3 適⽤⽰⽅書・指針等 発⾏年⽉の変更 適⽤⽰⽅書・指針等の改定のため最新版に⾒直し P6〜8

1
共通

1
設計⼀般

5 新技術について
「※有⽤な新技術リスト⼀覧の検索⽅法につ
いて」のリンク先修正

NETISのリンク先が更新されたため P9

1
共通

1
設計⼀般

8
温度ひび割れ制御対策の⼿引き
（案）について

新規追加

中国技術事務所で作成した「温度ひび割れ制御対策
の⼿引き（案）（R5.3）」を追加
（令和５年１２⽉１４⽇付け事務連絡「温度ひび割
れ抑制対策の⼿引き（案）について（通知） 」）

P10
参考−１

2
河川

1
築堤・護岸

4 護岸 設計細⽬の追加 河川砂防技術基準の改定により⾒直し P11

2
河川

3
⽔⾨

1 総説 設計要領改定のため発⾏年⽉を修正 適⽤⽰⽅書・指針等の改定のため最新版に⾒直し P12

3
道路

3
舗装

1 適⽤ 設計要領の新規発刊のため追加
アスファルト舗装の詳細設計・修繕設計便覧の新規
発刊のため追加

P13
参考−２

3
道路

3
舗装

2 設計の考え⽅ 設計要領の新規発刊のため追加
アスファルト舗装の詳細設計・修繕設計便覧に基づ
き変更

P14
参考−２

3
道路

3
舗装

6 アスファルト舗装の構造設計 設計要領の新規発刊のため修正
アスファルト舗装の詳細設計・修繕設計便覧に基づ
き変更

P15
参考−３

3
道路

3
舗装

6 アスファルト舗装の構造設計
床版防⽔層の規格削除、床版防⽔層の選択基
準について記載

R5.9.6付事務連絡「道路橋の床版防⽔層の設計・施
⼯について」により、シート防⽔に規定しない

P16〜17
参考−４⑪
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土木工事設計マニュアルの改定について

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑱

⑰

編 章 節 項⽬ 改定内容 改定となった理由 備考
3

道路
5

橋梁
⽬次 ページ数の変更 以下の改定に伴う変更 P18〜20

3
道路

5
橋梁

2 設計⼀般
・架橋位置に関するリスク項⽬の事例を追記
・橋梁設計に関する留意点を新規追加

道路橋の設計における諸課題に関わる調査（2018-
2019）に伴う修正

P21〜28
参考−５

3
道路

5
橋梁

4 鋼橋 ⾜場吊⾦物の変更
⾜場⼯・防護⼯の施⼯計画の⼿引きの改定（R4.3）
に伴う修正

P29
参考−６

3
道路

5
橋梁

6 諸構造 落下物防⽌柵の設置範囲の考え⽅を変更
道路橋の設計における諸課題に関わる調査（2018-
2019）に伴う修正

P30
参考−５

3
道路

6
トンネル

4 設計（NATM）
吹付コンクリートの配合（湿式⼯法）※粉体
急結材を使⽤する場合の配合変更

急結剤に含有する⼆酸化アルミニウムナトリウムが
毒物及び劇物指定令に基づく、劇物に指定されたこ
とにより粉体急結材の標準配合が変更となったため

P31
参考−７

3
道路

8
歩道及び⾃転
⾞通⾏空間

2 歩道等整備構造基準
防護柵が設置されている場合の歩⾞道境界ブ
ロック設置の考え⽅を追加

縁⽯の中国地整運⽤について、道路構造令との整合
を図るため⾒直しを実施

P32
参考−８

3
道路

10
道路付属施設
の計画・設計

要領

1 本要領の取扱いについて 設計要領改定のため発⾏年⽉を修正 適⽤⽰⽅書・指針等の改定のため最新版に⾒直し P33
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. .

.

記載の変更

記載の追加

改　定　理　由 担当係名の追加のため
改　　定

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　定 備　　　　考

積算上の注意事項

１／３３

 

設計マニュアル編集委員会 
 

委 員 長  技 術 調 整 管 理 官 

委  員  技 術 管 理 課 長        道 路 計 画 課 長 

      情 報 通 信 技 術 課 長        道 路 工 事 課 長 

      河 川 計 画 課 長        道 路 管 理 課 長 

      河 川 工 事 課 長        交 通 対 策 課 長 

      河 川 管 理 課 長        施 工 企 画 課 長 

                 事 務 局   技 術 管 理 課 

 

 

 

設計マニュアル編集担当係 
 

 

項    目 編 集 担 当 係 

第 1 編 共  通  編 
 

第 1 章 設 計 一 般 

   第 1節 設計図面の作成要領（標準） 

第 2節 設計数量 

第 3節 適用示方書・指針等 

第 4節 コンクリート構造物の比較案作成にあた 

        っての留意事項 

第 5節 新技術について 

第 6節 地質・地盤リスクへの対応 

第 7節 BIM/CIM について 

技術管理課   ＊基準第 1係

               基準第 2係

河川工事課    河 川 係

道路工事課    改 良 係

第 2 章 土 工 

第 1節 土及び岩の分類 

第 2節 片切、片盛、切盛境及び腹付盛土 

河川工事課    河 川 係

道路工事課   ＊改 良 係

第 3 章 軟弱地盤対策工 

第 1節 総  論 

第 2節 各  論 

河川工事課    河 川 係

道路工事課   ＊改 良 係

第 4 章 基 礎 工 

第 1節 道路橋基礎 

第 2節 擁壁基礎 

第 3節 カルバート基礎 

河川工事課    ダ ム 係

道路工事課   ＊構 造 係

 

現行どおり

現行どおり

第 1 章 設 計 一 般 

   第 1 節 設計図面の作成要領（標準） 

第 2 節 設計数量 

第 3 節 適用示方書・指針等 

第 4 節 コンクリート構造物の比較案作成にあた

        っての留意事項 

第 5 節 新技術について 

第 6 節 地質・地盤リスクへの対応 

第 7 節 BIM/CIM について 

第 8 節 温度ひび割れ制御対策の手引き（案）に

ついて 

技術管理課   ＊基準第 1 係

               基準第 2 係

施工企画課    施 工 係

河川工事課    河 川 係

道路工事課    改 良 係
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. .

.

記載の変更

改　正　理　由 担当係名の変更のため
改　　定

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

積算上の注意事項

２／３３

項    目 編 集 担 当 係 

第 5 章 仮 設 工 

第 1節 共通事項 

第 2節 二重締切り工法（切ばり式） 

第 3節 二重締切り工法（自立式） 

第 4節 路面覆工 

第 5節 仮  橋 

河川工事課    河 川 係

道路工事課   ＊改 良 係

施工企画課    施 工 係

第 2 編 河  川  編 
 

第 1 章 築堤・護岸 

第 1節 一  般 

第 2節 堤  防 

第 3節 掘  削 

第 4節 護  岸 

河川工事課   ＊河 川 係

         砂防海岸係

河川管理課    管 理 係

第 2 章 樋門・樋管 

第 1節 総説 

第 2節 樋門樋管の断面の決定 

第 3節 機 能 

第 4節 樋門設計の基本 

第 5節 基本的な構造 

第 6節 安全性能の照査等 

第 7節 各部位の設計等 

第 8節 樋門構造に関するその他の事項 

第 9節 上屋の設置 

第 10 節 照明等の設置 

第 11 節 監視装置等の設置 

河川工事課   ＊河 川 係

         砂防海岸係

河川管理課    管 理 係

情報通信技術課    電 気 係

施工企画課    機械設備係

第 3 章 水 門 

第 1節 総 説 

第 2節 機 能 

第 3節 設計の基本 

第 4節 基本的な構造 

第 5節 安全性能の照査等 

第 6節 各部位の設計等 

第 7節 水門構造に関するその他事項 

第 4 章 規則・通達・通知等 

第 1節 設計基準等 

第 2節 そ の 他 

河川計画課    計画第 1係

河川工事課   ＊河 川 係

         砂防海岸係

河川管理課    管 理 係

 

第 2 章 樋門・樋管 

第 1節 総説 

第 2節 樋門樋管の断面の決定 

第 3節 機 能 

第 4節 樋門設計の基本 

第 5節 基本的な構造 

第 6節 安全性能の照査等 

第 7節 各部位の設計等 

第 8節 樋門構造に関するその他の事項 

第 9節 上屋の設置 

第 10 節 照明等の設置 

第 11 節 監視装置等の設置 

河川工事課   ＊河 川 係

         砂防海岸係

河川管理課    管 理 係

情報通信技術課    電気・基準係

施工企画課    機械設備係

現行どおり

現行どおり
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. .

.

記載の変更

改　正　理　由 担当係名の変更のため
改　　定

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

積算上の注意事項

３／３３

項    目 編 集 担 当 係 

第 3 編 道  路  編 
 

第 1 章 道路設計一般 

   第 1節 道路設計一般 

第 2節 幾何構造 

第 3節 暫定計画 

第 4節 道路基準杭 

第 5節 用地境界の設計 

道路計画課    計画第 3係

第 2 章 道路土工 

第 1節 道路土工の構成 

第 2節 掘削（切土） 

第 3節 盛  土 

第 4節 法面工・斜面安定工 

第 5節 擁 壁 工 

第 6節 ボックスカルバート 

第 7節 排 水 工 

第 8節 落石防止工 

第 9節 遮音壁工 

第 10 節 その他 

道路工事課   ＊改 良 係

 

道路管理課    維持修繕係

第 3 章 舗 装 

第 1節 適 用 

第 2節 設計の考え方 

第 3節 設計条件の設定 

第 4節 路面設計 

第 5節 路床の設計 

第 6節 アスファルト舗装の構造設計 

第 7節 コンクリート舗装の構造設計 

第 8節 各種の舗装の構造設計 

第 9節 道路橋床版防水工 

第 10 節 参考資料 

道路工事課    舗 装 係

第 4 章 道路付属施設 

第 1節 防護柵工 

第 2節 標 識 工 

第 3節 道路付属施設工 

交通対策課    特殊車両係

 

第 1 章 道路設計一般 

   第 1節 道路設計一般 

第 2節 幾何構造 

第 3節 暫定計画 

第 4節 道路基準杭 

第 5節 用地境界の設計 

道路計画課    計画第 2係

現行どおり
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. .

.

改　正　理　由 ページ数の変更のため
改　　定

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

積算上の注意事項

４／３３

記載の追加

設計マニュアル総目次 

第 1 編 共 通 編 

第 1 章 設 計 一 般 1－1－  1 

  第 1節 設計図面の作成要領（標準） 1－1－  1 

  第 2節 設計数量 1－1－ 11 

  第 3節 適用示方書・指針等 1－1－ 11 

  第 4節 コンクリート構造物の比較案作成にあたっての留意事項 1－1－ 20 

    第 5節 新技術について                                          1－1－ 21 

  第 6節 地質・地盤リスクへの対応                            1－1－ 23 

    第 7 節 BIM/CIM について                                          1－1－ 23 

 

第 2 章 土 工 1－2－  1 

  第 1節 土及び岩の分類 1－2－  1  

第 2節 片切、片盛、切盛境及び腹付盛土 1－2－  5 

 

第 3 章 軟弱地盤対策工 1－3－  1 

  第 1節 総  論 1－3－  1 

  第 2節 各  論 1－3－ 12 

 

第 4 章 基 礎 工                                               1－4－  1   

第１節 道路橋基礎                                              1－4－  1 

第 2節 擁壁基礎 1－4－ 56 

  第 3節 カルバート基礎 1－4－ 56 

  

第 5 章 仮 設 工 1－5－  1 

  第 1節 共通事項 1－5－  1 

  第 2節 二重締切り工法（切ばり式） 1－5－ 28 

  第 3節 二重締切り工法（自立式） 1－5－ 33 

  第 4節 路面覆工 1－5－ 37 

  第 5節 仮  橋 1－5－ 41 

 

第 2 編 河 川 編 

第 1 章 築堤・護岸 2－1－  1 

  第 1節 一  般 2－1－  1 

  第 2節 堤  防 2－1－  6 

  第 3節 掘  削 2－1－ 64 

  第 4節 護  岸 2－1－ 65 

 

第 2 章 樋門・樋管 2－2－  1 

  第 1節 総説 2－2－  1 

  第 2節 樋門樋管の断面の決定 2－2－  2 

  第 3節 機 能 2－2－  5 

第 節

    第 8 節 温度ひび割れ抑制対策の手引き（案）について               1－1－ 24 

現行どおり

現行どおり
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. .

.

記載の変更

改　正　理　由 ページ数の変更のため
改　　定

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

積算上の注意事項

５／３３

  第 1節 適 用 3－3－  1 

  第 2節 設計の考え方 3－3－  2 

  第 3節 設計条件の設定 3－3－ 11 

  第 4節 路面設計 3－3－ 23 

  第 5節 路床の設計 3－3－ 25 

  第 6節 アスファルト舗装の構造設計 3－3－ 35 

  第 7節 コンクリート舗装の構造設計 3－3－ 50 

  第 8節 各種の舗装の構造設計 3－3－ 72 

  第 9節 道路橋床版防水工 3－3－ 89 

  第 10 節 参考資料 3－3－ 99 

   10－1 「「道路舗装の長期保証」実施要領（案）」 3－3－ 99 

   10－2 「コンクリート舗装活用マニュアル（案）」 3－3－126 

   10－3 「石炭灰を使った軟弱地盤固化処理 設計マニュアル」 3－3－149 

 

第 4 章 道路付属施設 3－4－  1 

  第 1節 防護柵工 3－4－  1 

  第 2節 標 識 工 3－4－ 12 

  第 3節 道路付属施設工 3－4－ 44 

 

第 5 章 橋 梁                                    3－5－  1 

   第 1節 橋梁一般 3－5－  1 

  第 2節 設計一般 3－5－ 15 

 第 3 節 下部工 3－5－123 

  第 4節 鋼橋 3－5－155 

  第 5節 PC 橋 3－5－189 

  第 6節 諸構造 3－5－237 

  第 7節 耐震設計 3－5－260 

  第 8節 参考資料 3－5－291 

 

第 6 章 ト ン ネ ル 3－6－  1 

  第 1節 総則 3－6－  1 

  第 2節 計画 3－6－  1 

 第 3 節 調査 3－6－ 10 

  第 4節 設計（ＮＡＴＭ） 3－6－ 18 

  第 5節 坑口部の設計 3－6－ 45 

  第 6節 防排水工の設計 3－6－ 54 

  第 7節 参考資料 3－6－ 58 

   7－1 「トンネル工事における長期保証 

制度要領（試行）について 3－6－ 58 

   7－2 「トンネル工事における長期保証 

制度要領（試行）の運用について 3－6－ 60 

 

第 7 章 立体横断施設 3－7－  1 

  第 1節 適用基準等 3－7－  1 

  第 2節 立体横断施設整備構造基準 3－7－  1 

第 5 章 橋 梁                                    3－5－  1 

   第 1節 橋梁一般 3－5－  1 

  第 2節 設計一般 3－5－ 15 

 第 3 節 下部工 3－5－126 

  第 4節 鋼橋 3－5－158 

  第 5節 PC 橋 3－5－192 

  第 6節 諸構造 3－5－240 

  第 7節 耐震設計 3－5－263 

  第 8節 参考資料 3－5－294 

現行どおり

現行どおり
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. .

.

記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

1－1－12

積算上の注意事項

６／３３

改　正　理　由 適用示方書・指針等改定のため発行年月を修正
改　　定

現　　行

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月
 国土交通省大臣官房技術調査課

土地・建設産業局 建設業課

34 薬液注入工法の設計・施工指針 日 本 グ ラ ウ ト 協 会 Ｈ元年．６

薬液注入工法による建設工事に

関する暫定指針

36 建設発生土利用技術マニュアル 土木研究センター Ｈ２５．１２

建設副産物適正処理推進要綱の 建設副産物リサイクル

解説 広報推進会議

38 仮設計画ガイドブック(I)(Ⅱ) 全日本建設技術協会 Ｈ２３．３

39
機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガ
イドライン

機械式鉄筋定着工法技
術検討委員会

Ｈ２８．７

40
流動性を高めた現場打ちコンク
リートの活用に関するガイドライ
ン

流動性を高めたコンク
リートの活用検討委員
会

Ｈ２９．３

41
現場打ちコンクリート構造物に適用す
る機械式鉄筋継手工法ガイドライン

機械式鉄筋継手工法技
術検討委員会

Ｈ２９．３

42

コンクリート橋のプレキャスト化
ガイドライン

橋梁等のプレキャスト
化及び標準化による生
産性向上検討委員会

Ｈ３０．６

33 建設工事公衆災害防止対策要綱の解説 Ｒ元.９

37 Ｈ１４．１１

35 建設省 Ｓ４９．７

３－２　河川関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

国土交通省河川砂防技術

基準計画編

河川砂防技術基準　調査編

改訂新版　建設省河川砂防技術

基準（案）同解説設計編Ｉ・Ⅱ

河川砂防技術基準

維持管理編（河川編） Ｒ３．１０

維持管理編（ダム編） Ｈ２８．３

維持管理編（砂防編） Ｈ２８．３

5 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日 本 港 湾 協 会 Ｈ３０．５

6 港湾要覧 〃 Ｓ５５．９

海岸保全施設の技術上の基準

・同解説

8 海洋鋼構造物設計指針（案）解説 土 木 学 会 Ｓ４８．８

海洋コンクリート構造物設計施工

指針（案）

10 ダム設計基準 日 本 大 ダ ム 会 議 Ｓ５３．８

11 河川改修事業関係例規集 日 本 河 川 協 会 毎年発行

12 海岸関係法令例規集 全 国 海 岸 協 会 〃

ジャケット式鋼製護岸

設計指針（案）

ダム基礎岩盤グラウチングの

施工指針

15 海岸保全施設の技術上の基準 国 交 省 ・ 農 林 省 Ｈ２６．１２

16 仮締切堤設置基準（案）
国土交通省水管理・国
土 保 全 局

Ｈ２６．１２

17 堤防余盛基準 〃 Ｓ４４．１

18 ダム基礎地質調査基準 日 本 大 ダ ム 会 議 Ｓ５１．４

19 ダム構造物管理基準 〃 Ｓ６１．５

20 解説　河川管理施設等構造令 日 本 河 川 協 会 Ｈ１２．１

改訂版　砂防設計公式集

（マニュアル）

14 土 木 学 会 Ｓ４７．６

21 全 国 治 水 砂 防 協 会 Ｓ６１．５

9 〃 Ｓ５１．１２

13 日 本 港 湾 協 会 Ｓ５２．３

3 日 本 河 川 協 会 Ｈ９．１０

4
国土交通省水管理・国
土 保 全 局

7 全 国 海 岸 協 会 Ｈ３０．９

1
国土交通省水管理・国
土 保 全 局

Ｒ４．６

2
国土交通省水管理・国
土 保 全 局

Ｒ４．６

現行どおり

現行どおり
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. .

.

記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

1－1－14

積算上の注意事項

７／３３

改　正　理　由 適用示方書・指針等改定のため発行年月を修正
改　　定

現　　行

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

57 河川堤防設計指針 河 川 局 治 水 課 Ｈ１９．３

58 河川堤防の構造検討の手引き 国土技術研究センター Ｈ２４．２

59 護岸の力学設計法 国土技術研究センター Ｈ１９．１１

土木構造物設計マニュアル(案)

－樋門編－

61 柔構造樋門設計の手引き 国土技術研究センター Ｈ１０．１２

62 透過型砂防堰堤技術指針(案) 建設省砂防部砂防課 Ｈ１３．１

水管理・国土保全局

治 水 課

水管理・国土保全局

治 水 課

水管理・国土保全局

治 水 課

水管理・国土保全局

治 水 課

水管理・国土保全局

治 水 課
67 ドレーン工設計マニュアル Ｈ２５．６

65 河川堤防の耐震点検マニュアル Ｈ２８．３

66
河川堤防の耐震対策マニュアル
（暫定版）

Ｈ２４．２

63 河川構造物の耐震性能照査指針 Ｈ２８．３

64 河川構造物の耐震性能照査指針・解説
Ｈ２４．２

（Ｒ２．６一部追
記）

60 国 土 交 通 省 Ｈ１３．１２

３－３　道路関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

1 クロソイドポケットブック 日 本 道 路 協 会 Ｓ４９．８

2
道路の移動等円滑化に関するガイ
ドライン

国 土 交 通 省 道 路 局 Ｒ４．６

3
道路技術基準通達
－基準の変遷と通達－

国 土 交 通 省 道 路 局 Ｈ１４．３

4 道路構造令の解説と運用 日 本 道 路 協 会 Ｒ３．３

5 道路の交通容量 〃 Ｓ５９．９

6 道路土工要綱 〃 Ｈ２１．６

7 道路土工－仮設構造物工指針 〃 Ｈ１１．３

8 道路土工－カルバート工指針 〃 Ｈ２２．３

9 道路土工－切土工・斜面安定工指針 〃 Ｈ２１．６

10 道路土工－軟弱地盤対策工指針 〃 Ｈ２４．８

11 道路土工－盛土工指針 〃 Ｈ２２．４

12 道路土工－擁壁工指針 〃 Ｈ２４．７

13 盛土の調査・設計から施工まで 地 盤 工 学 会 Ｈ２２．７

アスファルト混合所便覧

（平成８年版）

アスファルト舗装工事共通仕様書

解説

インターロッキングブロック インターロッキング

舗装維持・修繕マニュアル ブロック舗装技術協会

インターロッキングブロック インターロッキング

舗装簡易マニュアル ブロック舗装技術協会

インターロッキングブロック インターロッキング

舗装設計施工要領 ブロック舗装技術協会

16 Ｈ２９．４

17 Ｈ２１．１

18 Ｈ２９．３

14 日 本 道 路 協 会 Ｈ８．１０

15 〃 Ｒ元．５

59 護岸の力学設計法 国土技術研究センター Ｒ５．１０

現行どおり

現行どおり
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. .

.

記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

1－1－19

積算上の注意事項

８／３３

改　正　理　由 適用示方書・指針等改定のため発行年月を修正
改　　定

現　　行

記載の変更

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３－５　機械関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

1 機械工事共通仕様書（案）
総合政策局公共事業企画
調整課

Ｒ１．７

2 機械工事完成図書作成要領（案） 総合政策局建設施工企画課 Ｈ１９．３

3 機械工事施工管理基準（案）
総合政策局公共事業企画
調整課

Ｈ２９．３

4 機械工事特記仕様書作成要領(案)
総合政策局公共事業企画
調整課

Ｈ１２．３

5 機械工事塗装要領(案)・同解説 日本建設機械化協会 Ｈ２２．４

6 ダム・堰施設技術基準(案) 国土交通省 Ｈ２８．３

7
（参考）ダム・堰施設技術基準(案)(基
準解説編・マニュアル編)

ダム・堰施設技術協会 Ｈ２３．７

8 水門・樋門ゲート設計要領(案) 〃 Ｈ１３．１２

9 鋼製起伏堰設計要領(案) ダム・堰施設技術協会 Ｈ１１．１０

10
ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領
(案)

〃 Ｈ１２．６

11
ゲート用開閉装置(機械式)設計要領
(案)

〃 Ｈ１２．８

12 揚排水ポンプ設備技術基準・同解説 河川ポンプ施設技術協会 Ｈ２７．２

13 救急排水ポンプ設備技術指針・解説 〃 Ｈ　６．８

14
ポンプゲート式小規模排水機場設計マ
ニュアル(案)

〃 Ｈ１５．３

15
道路トンネル技術基準(換気編)・同解
説

日本道路協会 Ｈ２０．１０

16
道路トンネル非常用施設設置基準・同
解説

〃 Ｒ１．９

17
道路管理施設等設計指針(案)、道路管
理施設等設計要領(案)

日本建設機械化協会 Ｈ１５．７

1 機械工事共通仕様書（案）
総合政策局公共事業企
画調整課

Ｒ５．３

12 揚排水ポンプ設備技術基準・同解説 河川ポンプ施設技術協会 Ｒ２．１

5 機械工事塗装要領(案)・同解説 日本建設機械化協会 Ｒ３．２

3 機械工事施工管理基準（案）
総合政策局公共事業企
画調整課

Ｒ３．３

現行どおり

現行どおり
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. .

.

記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

1－1－21

積算上の注意事項

９／３３

改　正　理　由 NETISのリンク先が更新されたため
改　　定

現　　行

現行どおり

現行どおり
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. .

.

新規追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

1－1－24

積算上の注意事項

１０／３３

改　正　理　由 温度ひび割れ制御対策の手引き（案）を新規追加
改　　定

現　　行

第1章 総則

第2章 温度ひび割れの発生メカニズムと制御対策

第3章 設計の発注段階

第4章 設計段階

第5章 施工の発注段階

第6章 施工段階

2.1.温度ひび割れの発生メカニズム 2.2.温度ひび割れの制御対策

3.1. 設計の発注者の役割

3.2. 設計の発注段階の検討事項

3.2.1. 手引き（案）活用の
要否確認

3.2.2. 発注仕様の検討

4.1. 設計の発注者および
設計者の役割

4.2. 設計段階の検討事項

4.2.1. 温度ひび割れの照査

4.2.2. 温度ひび割れ制御
対策の検討

4.3. 温度ひび割れ制御対策
・留意事項の申送り

5.1. 施工の発注者の役割

5.2. 施工の発注段階の検討事項

5.2.1. 設計成果の確認

5.2.2. 施工条件の確認

6.1. 施工の発注者および
施工者の役割

6.2.施工段階の検討事項

6.2.1. 三者会議

6.2.2. 温度ひび割れの照査

6.2.3. 温度ひび割れ制御
対策の検討

6.2.4. 施工計画への反映

6.2.5. 施工の実施

6.2.6. 施工の記録

6.2.7. 温度ひび割れの発生
状況の記録

設計の発注者

設計の発注者 設計者

施工の発注者

施工の発注者 施工者

設計の発注 施工の発注

成果とりまとめ

伝達
・

確認

施工

施工後

温度ひび割れ制御

温度ひび割れ照査・対策の
効果検証に活用

6.2.8. 温度ひび割れの措置

記載なし

12



. .

.

記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

2－1－87

積算上の注意事項

１１／３３

改　正　理　由
河川砂防技術基準の改定により
（令和5年10月6日付公文書「国土交通省河川砂防技術基準設計編について」より）

改　　定

現　　行

(1) 「滑動、転動－層積み」モデル 

上流端に位置する根固工であって、流体力による滑動、あるいは転動に

より部材の一連部分に移動を生じる。 

設置面はほぼ平らであり、規則的に敷きならべられた状態を想定する。 

異形ブロック層積の根固工が該当する。 

流体力が部材のほぼ全体に作用し、上流端部の根固工や、凹凸の大きな

根固工では、滑動・転動の両方を想定した照査を行う。根固工の所要重量

は流速の６乗に比例するので、流速の変化に対し重量の変化が非常に大き

い点に留意する。 

滑動及び転動に対する安定条件より、根固工の所要重量は次式により与

えられる。 

………………式（1.11） 

ここで、Ｖdには一般に代表流速 Ｖoを用いてよい。また、係数 a、βは

部材の配置形状によって異なる。これらの値は、根固工の形状、部材の方

向、配置形状に応じて、水理模型条件や現地の施工実績により求めること

が望ましい。水理模型実験により数種類の異型コンクリートブロックにつ

いて求めたα、βを表１－４－３に参考として示す。 

 

表１－４－３ 異型コンクリートブロックの係数aの参考値 

ブロック種別 模型ブロックの比重 ａ β 

対称突起型 ρｂ/ρｗ＝2.22 1.2 1.5 

平面型 ρｂ/ρｗ＝2.03 0.54 2.0 

三角錐型 ρｂ/ρｗ＝2.35 0.83 1.4 

三点支持型 ρｂ/ρｗ＝2.25 0.45 2.3 

長方形 ρｂ/ρｗ＝2.09 0.79 2.8 

 

部材の連結が確実であれば、βを大きくとることができる。連結を確実

にするためには、異形コンクリートブロック等を吊り下げることのできる

径の鉄筋を用いるとともに、鉄筋を固着しているコンクリート部分が破壊

にいたる引張り応力が作用しない構造とする必要がある。 

(2) 「滑動、転動－乱積み」モデル 

上流端部の部材、あるいは凹凸が大きく不規則に積み上げられた状態で

単独に扱うべき部材で、流体力による滑動・転動による移動が生じる。異

形ブロック乱積みの根固工が該当する。 

このモデルの安定性の照査式は、 「滑動・転動－層積み」モデルと同様

である。式中に用いられるaは抗力係数、揚力係数などによる係数であり、

「滑動・転動－層積み」モデルと変わらない。βは一体性が認められる場

合にβ＞１となるが、一体性の弱い乱積みでは β＝1.0～1.3 の範囲で設

定するとよい。敷設個所が現況より深堀れするおそれが強い場合など、安

全性を高める場合には、β＝1.0とする。 

(3) 「掃流－乱積み」モデル 

面的に設置された部材に作用する流体力が限界掃流力を上回って、掃流状態（転動や

跳動）により移動する現象である。面的に密に敷き並べられ 

6d
2
b3

wb

w ）
β

Ｖ
・（

ｇ

ρ
・）

－ρρ

ρ
Ｗ＞ａ（ ………………式（1.11） 

ここで、Ｖd には一般に代表流速 Ｖoを用いてよい。また、ρｂは標準的

な無筋コンクリートの密度の値（2.3t/m3 程度）を参考として良い。ただ

し、設計時に実重量に基づく密度が明らかなものはその値を用いてよい。

係数 a、βは部材の配置形状によって異なる。これらの値は、根固工の形

状、部材の方向、配置形状に応じて、水理模型条件や現地の施工実績によ

り求めることが望ましい。水理模型実験により数種類の異形コンクリート

ブロックについて求めたα、βを表１－４－３に参考として示す。 

 

表１－４－３ 異形コンクリートブロックの係数a及びβの参考値 

ブロック種別 ａ β 

対称突起型 1.2 1.5 

平面型 0.54 2.0 

三角錐型 0.83 1.4 

三点支持型 0.45 2.3 

長方形 0.79 2.8 

 

6d
2
b3

wb

w ）
β

Ｖ
・（

ｇ

ρ
・）

－ρρ

ρ
Ｗ＞ａ（

現行どおり

現行どおり
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記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

2－3－1

積算上の注意事項

１２／３３

改　正　理　由 設計要領改定のため発行年月を修正
改　　定

現　　行

 

第３章  水   門 

 

第１節 総 説 

 

水門の設計に際しては「河川砂防技術基準調査編，計画編，設計編」，「河川

管理施設等構造令」（昭和51年 政令第199号），「同規則」（省令13号）に準

じて設計すること。 

また，ゲートの詳細については，下記指針，基準等によるものとする。 

(1)ゴム袋体をゲート又は起伏装置に用いる堰のゴム袋体に関する基準（案）（平

成27年 国土交通省） 

(2) 機械工事塗装要領（案）・同解説（平成 22 年 4 月 総合政策局建設施工企画

課） 

(3) ダム・堰施設技術基準(案）（平成28年3月 国土交通省） 

(4) 水門・樋門ゲート設計要領(案）（平成13年12月 (社)ダム・堰施設技術協会） 

(5) ゲート用開閉装置（機械式）設計要領（案）（平成 12 年８月 (社)ダム・堰

施設技術協会） 

(6) ゲート用開閉装置（油圧式）設計要領（案）（平成 12 年６月 (社)ダム・堰

施設技術協会） 

 

１－１ 適用範囲 

本節は、水門を新設或いは改築する場合の設計に適用する。 

（考え方） 

本節は、水門を新設或いは改築する場合の設計に適用する。ただし、既設の

水門の安全性能の照査にも構造形式や現地の状況等に応じ必要かつ適切な補正

を行ったうえで準用することができる。 

水門と堰との区別は、堤防の機能を有しているかどうかで定まる。河口付近

に河川を横断して設ける高潮の遡上を防止するための施設は、河口堰と外見は

ほとんど変わらなくても、水門（防潮水門）である。また、放水路等の分派点

に設ける分流施設には、堰と称すべきものと水門と称すべきものがある。計画

高水流量が流下するときにゲートを全閉する施設は水門、計画高水流量が流下

するときに分流する施設は堰であり、水門と堰では河川管理施設等構造令の適

用が異なる。 

また、当該施設の横断する河川又は水路が合流する河川（本川）の堤防を分

断して設けるものは水門、堤体内に函渠を設けるものは樋門であり、水門と樋

門とでは河川管理施設等構造令の適用が異なる。施設の設置に当たっては、用

途、施設規模、施工性、経済性等を考慮して水門と比較検討のうえ施設形式を

決定する。通常、支川がセミバック堤（半背水堤）の場合は水門を採用し、自

己流堤の場合は樋門を採用することが多い。 

(2) 機械工事塗装要領（案）・同解説（令和3年2月 総合政策局建設施工企画課） 

現行どおり

現行どおり
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記載の追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－3－1

積算上の注意事項

１３／３３

改　正　理　由 参考文献（アスファルト舗装の詳細設計・修繕設計便覧）の新規発刊に伴う修正
改　　定

現　　行

第３章 舗  装 

第１節 適 用 

１．本基準は中国地方整備局が施工するアスファルト及びコンクリートによる道路舗

装の設計に適用するものとし，道路の維持修繕に関する設計は，第９章道路維持修

繕によるものとする。 

２．舗装工種及び種類の採択に当っては道路の性格，地域的条件，施工性，維持補修

及び経済性等の諸条件について十分検討し決定すること。 

３．本基準の参考文献は下表の通りであるので参考にされたい。なお，指針類が改訂

された場合，改訂された指針類に従う。 

 

区分 図書名 発行時期 発行所 

舗 装 舗装の構造に関する技術基準・同解説 平成１３年 ９月  (社)日本道路協会 

舗装設計施工指針 平成１８年 ２月 〃 

舗装設計便覧 平成１８年 ２月 〃 

舗装施工便覧 平成１８年 ２月 〃 

舗装再生便覧 平成２２年１２月 〃 

アスファルト混合所便覧 平成 ８年１０月 〃 

道路維持修繕要綱 昭和５３年 ７月 〃 

アスファルト舗装工事共通仕様書解説 平成 ４年１２月 〃 

舗装性能評価法 

－必須および主要な性能指標の評価法編－ 
平成１８年 １月 〃 

舗装試験法便覧 昭和６３年１１月 〃 

舗装試験法便覧別冊(暫定試験方法) 平成 ８年１０月 〃 

舗装調査・試験法便覧（全４分冊） 平成３１年 ３月 〃 

舗装性能評価法 別冊 平成２０年 ３月 〃 

排水性舗装技術指針(案) 平成 ８年１１月 〃 

セメントコンクリート舗装要綱 昭和５９年 ２月 〃 

路上再生路盤工法技術指針(案) 平成８年 １月 〃 

路上表層再生工法技術指針(案) 昭和６３年１２月 〃 

転圧コンクリート舗装技術指針(案) 平成 ２年１１月 〃 

プラント再生舗装技術指針(案) 平成 ４年１２月 〃 

土 工 道路土工要綱 平成２１年 ７月 〃 

道路土工－排水工指針 昭和６２年 ９月 〃 

道路土工－土質調査指針 昭和６１年１１月 〃 

橋 梁 道路橋示方書・同解説（Ⅰ～Ⅴ） 平成２９年１１月 〃 

鋼道路橋塗装・防食便覧 平成２６年 ５月 〃 

道路橋床版防水便覧 平成１９年 ４月 〃 

 

区分 図書名 発行時期 発行所 

舗 装 舗装の構造に関する技術基準・同解説 平成１３年 ９月  (社)日本道路協会 

舗装設計施工指針 平成１８年 ２月 〃 

舗装設計便覧 平成１８年 ２月 〃 

舗装施工便覧 平成１８年 ２月 〃 

舗装再生便覧 平成２２年１２月 〃 

アスファルト混合所便覧 平成 ８年１０月 〃 

道路維持修繕要綱 昭和５３年 ７月 〃 

アスファルト舗装工事共通仕様書解説 平成 ４年１２月 〃 

舗装性能評価法 

－必須および主要な性能指標の評価法編－ 
平成１８年 １月 〃 

舗装試験法便覧 昭和６３年１１月 〃 

舗装試験法便覧別冊(暫定試験方法) 平成 ８年１０月 〃 

舗装調査・試験法便覧（全４分冊） 平成３１年 ３月 〃 

舗装性能評価法 別冊 平成２０年 ３月 〃 

排水性舗装技術指針(案) 平成 ８年１１月 〃 

セメントコンクリート舗装要綱 昭和５９年 ２月 〃 

路上再生路盤工法技術指針(案) 平成８年 １月 〃 

路上表層再生工法技術指針(案) 昭和６３年１２月 〃 

転圧コンクリート舗装技術指針(案) 平成 ２年１１月 〃 

プラント再生舗装技術指針(案) 平成 ４年１２月 〃 

アスファルト舗装の詳細調査・修繕設計便覧 令和 ５年 ３月 〃 

現行どおり

現行どおり
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記載の追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－3－2

積算上の注意事項

１４／３３

改　正　理　由 参考文献（アスファルト舗装の詳細設計・修繕設計便覧）の新規発刊に伴う修正
改　　定

現　　行

現行どおり
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記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－3－35

積算上の注意事項

１５／３３

改　正　理　由 参考文献（アスファルト舗装の詳細設計・修繕設計便覧）の新規発刊に伴う修正
改　　定

現　　行

第６節 アスファルト舗装の構造設計 

 

６－１ 概 説 

構造設計とは，設計した構造設計条件にしたがって所定の性能を満足するように舗

装各層の構成，すなわち，各層の材料と厚さを決定するものであり，設定された性能

を満足するものであれば，使用材料および設計方法の選定は自由である。なお，アス

ファルト舗装において下層の保護を目的とした表面処理層を勘案して，舗装の構造層

として扱うかどうかを判断する。 

舗装全層にわたる性能としては，疲労破壊輪数のように疲労破壊抵抗性が必須項目

となるが，今後は，その他の多種多様な性能に対応した構造設計も求められると考え

られる。ここでは，必須の性能である疲労破壊輪数（疲労破壊抵抗性）を満足する構

造設計方法について述べる。 

 

６－２ アスファルト舗装の構造設計 

６－２－１ 構造設計方法 

 

アスファルトコンクリート舗装は，「舗装の構造に関する技術基準」の別表

１に示されたＴＡ法により構造設計を行うことを標準とする。 

 

舗装は，構造全体で疲労破壊輪数を満足する耐荷力を有する必要がある。 

「舗装の構造に関する技術基準」の別表１に示されたＴＡ法により構造設計され

たアスファルト舗装は，必要な疲労破壊輪数を有すると認められているため，あ

らためて疲労破壊輪数を確認する必要はない。 

なお，多層弾性理論など理論的設計方法を適用しても良いが，ＴＡ法以外で設計

された舗装の場合は，疲労破壊輪数を別途確認する必要がある。しかし，疲労破

壊輪数を確認する方法は，現在のところ過去の実績による方法と，土木研究所の

舗装走行実験場での荷重車による促進載荷試験しか無く，この試験方法において

も疲労破壊輪数により数ヶ月から数年の試験期間を要するため，過去の実績によ

って疲労破壊輪数が確認されている場合をのぞき，現実には疲労破壊輪数を確認

することは難しいのが実態である。 

 

６－２－２ 舗装構成の決定 

ＴＡ法は，路床の支持力と舗装計画交通量から必要とされる等値換算厚を求め，

この等値換算厚を下回らないように舗装構成を決定する方法であり，同法による

構造設計の具体的な手順は図３－６－１に示すとおりである。 

 

現行どおり

現行どおり

 

アスファルトコンクリート舗装は，「舗装の構造に関する技術基準」の別表

１に示されたＴＡ法により構造設計を行うことが一般的である。 

 

舗装は，構造全体で疲労破壊輪数を満足する耐荷力を有する必要がある。 

「舗装の構造に関する技術基準」の別表１に示されたＴＡ法により構造設計され

たアスファルト舗装は，必要な疲労破壊輪数を有すると認められているため，あ

らためて疲労破壊輪数を確認する必要はない。 

なお，多層弾性理論など理論的設計方法を適用しても良いが，ＴＡ法以外で設計

された舗装の場合は，疲労破壊輪数を別途確認する必要がある。しかし，疲労破

壊輪数を確認する方法は，現在のところ過去の実績による方法と，土木研究所の

舗装走行実験場での荷重車による促進載荷試験しか無く，この試験方法において

も疲労破壊輪数により数ヶ月から数年の試験期間を要するため，過去の実績によ

って疲労破壊輪数が確認されている場合をのぞき，現実には疲労破壊輪数を確認

することは難しいのが実態である。 
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記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－3－43

積算上の注意事項

１６／３３

改　正　理　由
Ｒ５年度発出事務連絡を反映した修正
　（R5.9.6付事務連絡 道路橋の床版防水層の設計・施工について）

改　　定

現　　行

削除

現行どおり

現行どおり
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記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－3－94

積算上の注意事項

１７／３３

改　正　理　由
Ｒ５年度発出事務連絡を反映した修正
　（R5.9.6付事務連絡 道路橋の床版防水層の設計・施工について）

改　　定

現　　行

９－３ 防水層の選択基準 

防水層の選択基準は，適用現場の床版，交通，道路構造，気象などの諸条件が一様ではないので画一

的に決定できるものではないが，防水層を計画するにあたっては，これらの条件と舗装の補修時期や防

水層施工の難易などを検討して，防水層施工の可否および 適な防水層を選択することが重要である。

一般的には表３－９－６にコンクリート床版防水層の選択基準の目安を示しているのでこれを参考にす

るとよい。 

なお，防水層の設計・施工にあたっては，以下（１）、（２）の条件を満足するものの中から、特段の

理由がない場合において，床版防水層の候補が複数となる場合は，経済性を比較検討して も経済的な

材料を選定する。 

（１）道路橋床版防水便覧の表-4.2.1にある基本照査と要領類の確認を満足するものとする。 

（２）施工条件に応じて実施する追加照査を同表より適宜選定し、選定した照査項目は満足するもの

とする。 

 

表３－９－６ コンクリート床版防水層の選択基準の目安 

道路区分 選定条件 要　因 床版防水層選定の目安

養生も含め
た施工時間

・工程的に十分な時間がとれない場合が多いので、養
生時間の短いものを選ぶ必要がある。

床版表面の
状態

・舗装打換え時の施工などではコンクリート床版表面
に凹凸を生じている場合が多い。したがって、床版面
の不陸に対する施工性の良いものを選ぶ必要がある。

交通条件 重交通路線
・せん断強度など、耐荷性の高いものを選ぶことが望
ましい。

道路線形
曲線部、
坂路

・車両による遠心力や加速、制動に伴うせん断力が大
きいことを考慮し、せん断強度及び引張接着強度の高
いものを選ぶことが望ましい。

温暖地

・夏季の路面温度を考慮し、せん断強度及び引張接着
強度とも高いものを選ぶことが望ましい。
・舗装にブリスタリングなどの悪影響を及ぼさないも
のが望ましい。

寒冷地
・冬季の路面温度を考慮し、低温時のせん断強度及び
変位量、引張接着強度の高いもを選ぶことが望まし
い。

歩　道 － －

・車道に比べて舗装厚が薄くなるので、ブリスタリン
グが生じ易くなる。したがって、これらの現象が生じ
にくいものを選ぶ必要がある。
・舗装撤去床版面に対する考え方は車道と同じであ
る。

車　道

舗装撤去
床版面

気象条件

 

 

R5.9.6付事務

連絡 道路橋 

の床版防水層

の設計・施工

について 
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－2－

積算上の注意事項

１８／３３

記載の変更

改　正　理　由 ページ数の変更
改　　定

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

現行どおり
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２－９－１ 設計の基本方針 ……………………………………………………………… ３－５－ 99

２－９－２ 設計の手法 …………………………………………………………………… ３－５－ 99
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（２） コンクリート剥落防止対策  ……………………………………………………… ３－５－105
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3－5－17

積算上の注意事項

２１／３３

改　正　理　由 道路橋の設計における諸課題に関わる調査（2018-2019）に伴う修正
改　　定

現　　行

が、特に異なる期間とする理由もないことから、同じにしている。 

2）橋の耐久性能に関する照査のための参照期間 

・ 部材等の耐久性能に関わる照査においては、作用効果の累積の影響を評価する 

ための期間が耐久性能に関わる設計のための参照期間であり、道路橋示方書では、 

部材等の設計耐久期間が参照期間として用いられる。 

・ 橋の耐荷性能に関する照査のための参照期間と橋の耐久性能に関する照査のた 

めの参照期間が異なることもあり得るものとしている。 

3）部材等の設計耐久期間を橋の設計供用期間より短くした場合の留意点 

・ 部材等の設計耐久期間を設定する際に橋の設計供用期間よりも短くした場合で 

も、橋又は部材等の耐荷性能の照査に用いる作用の組合せは橋の設計供用期間に 

対して評価したものから変更しないことが原則であることに留意する。 

 

２－２－３ 架橋位置特有の条件 

 架橋位置特有の条件は、設計の基本方針、架橋位置と橋の形式や各部材の設計 

方針、詳細設計条件等に反映される必要がある。そのため設計にあたっては、計 

画段階を含め、設計に関わりのある架橋予定地点及びその周辺特有の状況に関す 

る条件およびその設定の根拠となった各種の調査の結果については確認しておく 

こととなる。そして、設計計算書には設計との関わりにおいてこれらの架橋位置 

特有の条件を明示しておくこととなる。 

   なお、道路橋の場合、設計着手前に入手できている各種の調査結果を反映して 

設計計算を進めても、適切な設計を行うための情報を得るために追加の調査が必 

要となったり、何らかの理由で行われた調査等によって設計に関わる追加の情報 

が得られることもある。さらには施工段階に設計の妥当性や適切性に関わる新た 

な情報が得られることもある。 

   このような場合には、必要に応じて設計の見直しや修正の要否の検討が行われ 

たり、設計そのものが見直されることもある。作成しようとしている設計計算書 

と直接的に関係のあるこれらの新たな情報との関係についても、可能な限り記載 

しておくことが必要である。 

   道路橋の設計において、設計内容に関わる主な架橋位置特有の条件には以下の 

ようなものがある。 

   ■ 路線条件 

     ・交通状況（将来交通量、大型車交通量） 

     ・将来計画（拡幅予定の有無、付属施設の設置など） 

     ・交差物件（道路、鉄道、河川、水路など） 

     など 

   ■ 自然環境条件 

     ・腐食環境（地理的条件、飛来塩分など） 

     ・気象条件（温度、積雪、降雨量、風況など） 

     ・地形・地質条件（軟弱地盤、液状化が生じる地盤、斜面崩壊等の発生、 

      断層など） 

     ・地盤変動 

     ・河相（流況、過去の流心や河床の変動など） 

平成29年 

道路橋示方書 

に基づく道路 

橋の設計 

計算例(H30.6)

P6 

現行どおり

２－２－３ 架橋位置特有の条件 

 架橋位置特有の条件は、設計の基本方針、架橋位置と橋の形式や各部材の設計 

方針、詳細設計条件等に反映される必要がある。そのため設計にあたっては、計 

画段階を含め、設計に関わりのある架橋予定地点及びその周辺特有の状況に関す 

る条件およびその設定の根拠となった各種の調査の結果については確認しておく 

こととなる。そして、設計計算書には設計との関わりにおいてこれらの架橋位置 

特有の条件を明示しておくこととなる。 

   なお、道路橋の場合、設計着手前に入手できている各種の調査結果を反映して 

設計計算を進めても、適切な設計を行うための情報を得るために追加の調査が必 

要となったり、何らかの理由で行われた調査等によって設計に関わる追加の情報 

が得られることもある。さらには施工段階に設計の妥当性や適切性に関わる新た 

な情報が得られることもある。 

   このような場合には、必要に応じて設計の見直しや修正の要否の検討が行われ 

たり、設計そのものが見直されることもある。作成しようとしている設計計算書 

と直接的に関係のあるこれらの新たな情報との関係についても、可能な限り記載 

しておくことが必要である。 

   道路橋の設計において、設計内容に関わる主な架橋位置特有の条件、構造形式 

や構造諸元が大きく影響を受ける項目（リスク項目）には以下のようなものがある。 

   ■ 路線条件 

     ・交通状況（将来交通量、大型車交通量） 

     ・将来計画（拡幅予定の有無、付属施設の設置など） 

     ・交差物件（道路、鉄道、河川、水路など） 

     など 

   ■ 自然環境条件 

     ・腐食環境（地理的条件、飛来塩分など） 

     ・気象条件（温度、積雪、降雨量、風況など） 

     ・地形・地質条件（支持層の位置、軟弱地盤や転石や被圧水などの存在、 

軟弱地盤対策の必要性、液状化が生じる地盤、斜面崩壊等の発生、斜面 

対策の必要性、断層など） 

     ・地盤変動 

平成29年 

道路橋示方書 

に基づく道路 

橋の設計 

計算例(H30.6) 

P6 

道路橋の設 

計における 

諸課題に関 

わる調査 

(2018-2019) 

P1-33～34 
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記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－18

積算上の注意事項

２２／３３

改　正　理　由 道路橋の設計における諸課題に関わる調査（2018-2019）に伴う修正
改　　定

現　　行

     ・地下水（水位、水質など） 

     ・気象等の過去の記録（過去の地震、津波遡上高さなど） 

     など 

   ■ 周辺環境 

     ・既存物件（住宅、商工業地、墓地、防雪林、水源地、温泉など） 

     ・地下埋設物（ガス、上下水道、史跡、文化財など） 

     ・架空条件 

     ・利水状況他（舟運、漁業、利水(工業、農業など)など(現状、将来計 

      画)） 

     など 

   ■ 使用材料の条件の特性及び製造に関する条件 

     ・コンクリートプラントの条件（立地条件、設備、品質管理体制など） 

     ・使用材料の条件（材料の採取地、量、質、コンクリートの配合など） 

     など 

   ■ 施工に関する条件 

     ・関連法規 

     （騒音、振動、資材運搬、施工などに関わる法規についての制限など） 

     ・運搬路（道路条件、支障物件、迂回路、航路、水深など） 

     ・作業環境（作業空間、掘削土等の処理、電気・給排水など） 

     ・有害ガス、酸素欠乏空気等 

     （有害ガスの種類と発生状況、酸素欠乏空気の状況） 

     など 

   ■ 維持管理に関する条件 

     ・点検方法（通常時、緊急時） 

     ・被災時の修繕方法(作業空間、作業場の制約など) 

     ・維持作業計画（除雪、凍結防止など） 

     など 

     ・河相（流況、過去の流心や河床の変動など） 

     ・地下水（水位、水質など） 

     ・気象等の過去の記録（過去の地震、津波遡上高さなど） 

     ・地域の防災計画やハザードマップ（津波、断層変位、土砂災害、水害等 

      について地方公共団体等が作成したハザードマップ等が提示されている 

      事項） 

     など 

   ■ 周辺環境 

     ・既存物件（住宅、商工業地、墓地、防雪林、水源地、温泉、遺跡など） 

     ・地下埋設物（ガス、上下水道、史跡、文化財など） 

     ・架空条件 

     ・利水状況他（舟運、漁業、利水(工業、農業など)など(現状、将来計 

      画)） 

     ・工事中に周辺に与える影響（地下水、水源の枯渇・汚濁、振動・騒音 

      周辺構造物や家屋等に与える影響など） 

     ・過去に周辺の道路構造物等で起きた不具合・事故（地震による被災、落石、 

      地すべり、土石流等による被災、飛来塩分や凍結融解剤などによる腐食） 

     など 

   ■ 使用材料の条件の特性及び製造に関する条件 

     ・コンクリートプラントの条件（立地条件、設備、品質管理体制など） 

     ・使用材料の条件（材料の採取地、量、質、コンクリートの配合など） 

     など 

   ■ 施工に関する条件 

     ・関連法規 

     （騒音、振動、資材運搬、施工などに関わる法規についての制限など） 

     ・運搬路（道路条件、支障物件、迂回路、航路、水深など） 

      運搬路によっては、部材や資機材などの運搬に制約がかかる場合がある 

     ・作業環境（作業空間、掘削土等の処理、電気・給排水など） 

      作業空間によって、架設工法の選定などに制約がかかる場合、また、工期 

      設定に制約がかかる場合がある 

     ・有害ガス、酸素欠乏空気等 

     ・仮設・架設環境（非出水期間の状況、ベント・支保工設置状況、架設・ 

      施工ヤードの状況） 

     （有害ガスの種類と発生状況、酸素欠乏空気の状況） 

     など 

   ■ 維持管理に関する条件 

     ・点検方法（通常時、緊急時） 

     ・被災時の修繕方法(作業空間、作業場の制約など) 

     ・維持作業計画（除雪、凍結防止など） 

     など 
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記載の追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－69

積算上の注意事項

２３／３３

改　正　理　由 道路橋の設計における諸課題に関わる調査（2018-2019）に伴う修正
改　　定

現　　行

現行どおり
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改　正　理　由 近年の設計打合せを踏まえて追記
改　　定

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

3－5－95

積算上の注意事項

２４／３３

現行どおり

4)床版形式を比較しているか 

・Ｍｅで床版形式の比較検討を行っていない事例が多く見受けられる。ＲＣ床 

版、ＰＣ床版、鋼コンクリート合成床版、グレーチング床版など様々な形式が 

あるため比較検討を行うこと。 

5)架設方法を踏まえて比較しているか 

・架設物（ベント等）を減らすため橋梁本体（板厚を厚くするなど）で対応する 

よう設計している事例が見受けられる。架設方法は任意であるため過度な設計 

にならないように留意すること。 

6)既存橋梁との整合性を図っているか 

・４車化に伴う橋梁設計を行う際に既存橋梁との整合性が整理されていない事例 

が見受けられる。支持層の考え方や橋種などの整合性の整理を行うこと。 

 

《その他 》 

1 .コスト縮減項目 

1)業務成果として、コスト縮減に関する検討を実施しているが、設計打合せで 

は、その説明が省略されている。 

・橋梁予備設計において、コスト縮減に関して検討を行っているはずだが、報 

告されずに単純にコスト比較のみの説明となっている。 

  事業再評価等を考慮し、コスト縮減項目を個別に説明すべき。 

(4) 橋梁設計における留意点について 

 ○条件整理 

  ■前提条件の確認 

   路線の位置づけ・・・道路の規格・橋の重要度（交通の種類や質、周辺ネッ

トワーク〔代替性：代替路線の能力（耐震性能や老朽化の度合い）や計画に

注意〕）、平時（定期点検・大規模修繕）、非常時（冗長性・復旧性）を意識し

て設定。 

 

 

 

 

 

 

【架橋位置周辺のネットワークのイメージ】 

 

■ルートの選定 

・橋梁計画に支障、手戻り等が生じることが無いよう、調査情報の整理を行う。 

・ルート選定においては、地滑りリスク箇所にルート通さない。 

・長大切土、高盛土は避ける（３段程度まで）、軟弱地盤の高盛土は地盤改良 

のコストに留意。 

・トンネル構造を回避または延長を短くするための縦断線形の 大値や特例値 

の使用は避ける。 

直轄高規格

直轄国道

主要地
方道等

架橋位置

リスクの確認・評価

迂回経路
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改　正　理　由 近年の設計打合せを踏まえて追記
改　　定

現　　行

新規追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－95

積算上の注意事項

２５／３３

27



. .

.

改　正　理　由 近年の設計打合せを踏まえて追記
改　　定

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

新規追加

3－5－95

積算上の注意事項

２６／３３
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改　正　理　由 近年の設計打合せを踏まえて追記
改　　定

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

新規追加

3－5－95

積算上の注意事項

２７／３３
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積算上の注意事項

２８／３３

記載の変更

改　正　理　由 H29道示にあわせて図のタイトルの変更
改　　定

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－146

現行どおり
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現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－177

積算上の注意事項

２９／３３

改　正　理　由 足場工・防護工の施工計画の手引きの改訂（R4.3）に伴う修正
改　　定

現　　行

記載の変更

 ⾜場⼯・防護 
⼯の施⼯計画 
の⼿引き 
（鋼橋架設⽤）、
H30.4 
⽇本橋梁建設 
協会 

 ⾜場⼯・防護 
⼯の施⼯計画 
の⼿引き 
（鋼橋架設⽤）、 
R4.3 
⽇本橋梁建設 
協会 
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現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－5－249

積算上の注意事項

３０／３３

改　正　理　由 道路橋の設計における諸課題に関わる調査（2018-2019）に伴う修正
改　　定

現　　行

記載の追加

 

図5-6-13 近接区間 

 

３．設置範囲 

 

落下物防止柵の設置範囲は、関係者との協議により決定するが、特に定め

がない場合には、対象施設と交差または近接している部分に、その手前余裕

部分を加えた範囲とする。 

 

(ⅰ) 手前余裕部分とは図5-6-13、図5-6-14に示す部分をいう。 

手前余裕部分長Ｌは次のように表わされる。 

 

ここにVo＝落下物の路外逸脱速度（m／sec） Vo＝13.3m／sec（48km／h） 

      Ｈ＝対象施設の基面から管理道路等の路面までの高低差（m） 

      α＝対策施設と管理道路等の交差する角度 

        （但し近接の場合はα＝90°として計算する。） 

      ｇ＝重力加速度＝9.8m／sec2 

 

図5-6-14 交差区間 

現行どおり
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現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－6－35

積算上の注意事項

３１／３３

改　正　理　由 従前の5.5％配合で可能となる粉体急結材が存在したくなったため
改　　定

現　　行

記載の変更

現行どおり
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現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－8－1

積算上の注意事項

３２／３３

改　正　理　由 縁石の中国地整運用について、道路構造令との整合を図るため見直しを実施
改　　定

現　　行

記載の変更

第８章 歩道及び自転車通行空間 

 

第１節 適用基準等 

 

１－１ 全 般 

歩道等の設計については「道路構造令の解説と運用」（令和3年3月（社）日本道

路協会）によるほか，「道路の移動等円滑化に関するガイドライン（令和4年6月：

国土交通省道路局）」，「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン（平成28

年7月：国土交通省道路局，警察庁交通局）」によるものとする。 

 

第２節 歩道等整備構造基準 

 

２－１ 基本的考え方 

直轄国道における歩道整備に当たっては「高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律（通称「バリアフリー新法」）」及び「移動円滑化のために必

要な道路の構造に関する基準を定める省令（通称「道路移動等円滑化基準」）」等

に中国地方整備局運用標準を加味した基準を統一的に適用するものであるが，整

備にあたっては，関係する県・市町村及び高齢者，障害者等の意見を聞くなど地

域の状況に応じて実施することを原則とする。 

 

２－２ 項目別内容 

 

(1) 歩道等と車道等の分離 

【道路移動等円滑化基準 第７条第１項】 

①歩道等には，車道若しくは車道に接続する路肩がある場合の当該路肩（以

下「車道等」という。）又は自転車道に接続して縁石線を設けるものとする。 

【道路移動等円滑化基準 第７条第２項】 

②歩道等（車両乗入れ部及び横断歩道に接続する部分を除く。）に設ける縁石

の車道等に対する高さは15cm以上とし，当該歩道等の構造及び交通の状況

並びに沿道の土地利用の状況等を考慮して定めるものとする。 

【道路移動等円滑化基準 第７条第３項】 

③歩行者の安全かつ円滑な通行を確保するため必要がある場合においては，

歩道等と車道等の間に植樹帯を設け，又は歩道等の車道等側に並木若しく

はさくを設けるものとする。 

 

【中国地方整備局運用標準】 

国道における縁石の車道に対する高さは交通の速度ならびに大型車混入率

等の大きさ及びドア高等に配慮し20cmを標準とし，当該歩道等の構造及び

交通の状況並びに沿道の土地利用の状況等を考慮して定めるものとする。 

 

【中国地方整備局運用標準】 

国道における縁石の車道に対する高さは交通の速度ならびに大型車混入率

等の大きさ及びドア高等に配慮し20cmを標準とし，当該歩道等の構造及び

交通の状況並びに沿道の土地利用の状況等を考慮して定めるものとする。 

なお、防護柵が設置されている場合など、歩行者および自転車の安全な通

行が確保されている場合であって、雨水の適切な誘導等が確保できる場合

には、必要に応じ縁石の高さは5ｃｍまで低くすることができる。 

現行どおり

道路構造令の

解説と運用 

(令和3年3月)

2-7-4 
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改　正　理　由 設計要領改定のため発行年月を修正
改　　定

現　　行

記載の変更

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

3－10－1

積算上の注意事項

３３／３３

第10章 道路付属設備の計画・設計要領

第１節 本要領の取扱いについて

１－１ 適用

本「設計要領」は，中国地方整備局において施工する道路トンネル用換気設

備，道路トンネル非常用施設・道路排水設備，共同溝付帯設備，照明工の計画

並びに設計に適用する。

１－２ 目的

「 」 ， ， ，本 設計要領 は 機械設備 電気通信設備の計画・設計を効率的に実施し

かつ技術的水準を維持することを目的とする。

１－３ 遵守

機械設備，電気通信設備の計画・設計に当っては，本「設計要領」を遵守す

るものとする。但し現場条件その他の理由により，本「設計要領」を適用する

事が適当でないと認められる場合には，別途考慮するものとする。

１－４ その他

本「設計要領」は，基本的事項のみを記載したものであるから，詳細につい

ては実績等を十分勘案するとともに，次の諸基準に準拠し，又はこれらを参考

とするものとする。

(1) 電気通信設備工事共通仕様書 新版

国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室

(2) 電気設備に関する技術基準 経済産業省省令

(3) 電気規格調査会標準規格 ＪＥＣ

(4) 機械工事共通仕様書（案） 令和 4年3月 国土交通省総合政策局

公共事業企画調整課

(5) 機械工事施工管理基準（案） 令和 3年3月 国土交通省総合政策局

公共事業企画調整課

(6) 機械工事塗装要領（案 ・同解説）

令和3年2月 国土交通省総合政策局

公共事業企画調整課

(7) 公共建築工事標準仕様書（ ）機械設備工事編

令和４年版 社団法人公共建築協会

(8) 公共建築設備工事標準図（ ）機械設備工事編

令和４年版 社団法人公共建築協会

(9) 機械設備工事監理指針 令和４年版 社団法人公共建築協会

(10）電気通信施設設計要領・同解説（電気編） 平成29年度版

一般社団法人建設電気技術協会

(4) 機械工事共通仕様書（案） 令和 年3月 国土交通省総合政策局5

公共事業企画調整課

現行どおり

現行どおり
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参考－１ 土木工事設計マニュアルの改定について

第１編第１章第８節 温度ひび割れ制御対策の手引き（案）について

改定経緯
中国技術事務所において、コンクリート構造物を施工する際に発生する温度ひび割れを制御す

ることを目的に、設計・施工段階で各担当者が担う役割や照査方法・対策内容等を示した「温度ひ
び割れ制御対策の手引き（案）（R5.3）」が作成され、本格的に活用するため。

改定内容
新規追加

令和５年１２月１４日付事務連絡 36



参考－２ 土木工事設計マニュアルの改定について

第３編第３章第１節 適用、第２節 設計の考え方

改定経緯
令和５年３月にアスファルト舗装の詳細調査・修繕設計便覧が発刊され、舗装の詳細調査と
修繕の適切な実施を目的として、詳細調査ならびに修繕設計の手順や選択肢が示されたため。

改定内容
アスファルト舗装の詳細調査・修繕設計便覧の新規発刊に伴う追加・修正

２－１ 概説
修繕設計にあたっては、「アスファルト舗装の詳細調査・

修繕設計便覧」に基づき、詳細調査、設計を行う。
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参考－３ 土木工事設計マニュアルの改定について

第３編第３章第６節 アスファルト舗装の構造設計

改定経緯
令和５年３月にアスファルト舗装の詳細調査・修繕設計便覧が発刊され、TA法による設計だけで
なく、理論的設計方法による修繕設計事例も掲載されたため。

改定内容
アスファルト舗装の詳細調査・修繕設計便覧の新規発刊に伴う追加・修正

アスファルト舗装の詳細調査・修繕設計便覧より
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参考－４ 土木工事設計マニュアルの改定について
第３編第３章第６節 アスファルト舗装の構造設計

改定理由
床版防水層の設計は、床版の状況、作業時期や作業スペースの制約などの施工条件に適

合したものとし、条件を満足するものの中から、特段の理由がない場合において、床版防水層
の候補が複数となる場合は、経済性を比較検討して最も経済的な材料を選定することとした。

改定内容
道路橋の床版防水層の設計・施工について（令和５年９月６日 事務連絡）

◆改定

＜改訂前＞ ＜改訂後＞
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参考－５ 土木工事設計マニュアルの改定について
第３編第５章第２節 設計一般、第６節 諸構造

改定理由
平成２９年に改定された橋、高架の道路等の技術基準

の内容に対応するなど、整備局等の内規（設計要領、技
術資料等）の内容を充実すべき事項について検討を行っ
た結果についてまとめたられたもので、中国地整におい
ても統一を図れるものは図ることとした。

改定内容
道路橋の設計における諸課題に関わる調査(2018-2019) 国総研資料 第 1162 号
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参考－６ 土木工事設計マニュアルの改定について
第３編第５章第４節 鋼橋

改定理由
足場工・防護工の施工計画の手引きの改定に伴い修正

改定内容
足場工・防護工の施工計画の手引きの改定（令和４年３月）

◆改定 ＜改訂前＞ ＜改訂後＞
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参考－７ 土木工事設計マニュアルの改定について
第３編第６章第４節 設計（NATM）

改定理由
急結剤に含有する二酸化アルミニウムナトリウムが毒物及び劇物指定令に基づく、劇物に指

定されたことにより粉体急結材の標準配合が変更となったため。

改定内容
吹付コンクリートの配合（湿式工法） ※粉体急結材を使用する場合の配合変更

◆改定 ＜改訂前＞ ＜改訂後＞
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参考－８ 土木工事設計マニュアルの改定について
第３編第８章第２節 歩道等整備構造基準

改定内容
防護柵が設置されている場合の歩車道境界ブロック設置の考え方を追加

改定理由
縁石の中国地整運用について、道路構造令との整合を図るため見直しを実施

＜改訂前＞ ＜改訂後＞

赤字箇所を追記
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